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要約:工 事契約の会計 について2007年 の 日本 の基準改訂は、工事進行基準の採用を義務づけることで、国

際基準(IFRS)に 収敏 したといわれ る。 しか しながら、工事契約会計において、日本基準が真に国際基準 と同

等なものとなった とい うことはできない。なぜなら国際基準において工事進捗度の見積に対す る信頼性のア

ンカー的な役割を果たしている 「出来高払い」の制度は 日本には存在 しないからである。国際基準と異なっ

た制度条件のもとで適用 される日本基準は、その適用の実質において、国際基準 と同等な質の情報を生み出

すとは言えない。この事例は、会計基準だけが国際的に統一すれば世界統一の会計実務の世界が生まれると

する見解に対 して反証を提供 している。

1.緒 言

IASB(InternationalAccountingStandardsBoard:国

際 会 計 基 準 審議 会)とFASB(FinancialAccounting

StandardsBoard:財 務 会 計 基 準 審 議 会)に よ る共 同 プ

ロジ ェ ク トの も と、2011年11月 に 収 益 認 識 の会 計

基 準 の 公 開 草 案(「 顧 客 と の 契 約 か ら生 じ る 収 益

(RevenuefromContractswithCustomers)」)が 公表

され た。そ こで は 工 事契 約 会 計 を含 む あ らゆ る顧 客

契 約 を包 括 す る収 益 認 識 の会 計 基 準 が 提 案 され て

い る。 収 益 認 識 の うち 工 事収 益 の認 識 につ い て は 、

す で に1993年 にIASBに よ っ てIFRS(lnternational

FinancialReportingStandards)No」1「 工 事 契 約

(ConstructionContracts)」 が 設 定 され て い る と こ ろ

で あ るが 、IASBとFASBと の 共 同 プ ロジ ェ ク トに

よ る収 益認 識 の 会 計 基 準 設 定 は 、 このIFRSNO.11

を 廃 止 して包 括 的 な収 益 認 識 基 準 へ と統 合 化 す る

こ と にな っ て い る。

lFRSNO.11の 工 事契 約 会 計 基 準 は 、契 約 の 成 果

が信 頼性 を もっ て 見積 る こ とが で き る場 合に は 「契

約 の進 捗 度 に応 じた 収 益 お よび 費 用 を認 識 す る」方

法(「 工事 進 行 基 準 」)を 採 用 し、そ の よ うな 見積 り

がで きな い場合 には 「回収可能な発 生工事原 価の範

囲 まで収益 を認識す る」方法(「 原価回復法」)を 採

用す るこ と、 としてい る。IASBとFASBに よる収

益認識 の会 計基準 設定 の共 同プ ロジ ェク ト(2011

年 の公 開草案)に おいては、 「期 間にわたった履行

義務の充足 に向けての進捗の測定」(IFRS,Exposure

Draft,20--,para.38)に 基づ いた収益認識 の基準 を提

案 してお り、極 度 に抽 象化 された文言 をもって実質 、

IFRSNo.11の 工事契約会計基準 を収益認識 基準に

包摂 しよ うとしてい る。

この よ うな国際会計基準の動 向の なか、日本にお

いて は2007年 に企業会計基準委員 会(ASBJ)に よっ

て企業会計基準第15号 「工事契約 に関す る会計基

準」が表明 され、そ こでは 「進 捗部分 について成果

の確 実性 が認 め られ る場合 には工事進行 基準 を適

用す る」 ことが義務 づ け られ た。2007年 の改訂 前

で は、工事進行 基準 と完成基準のいずれか を選択で

きる任意選択の規定で あった のが、工事進行 基準の

採用 を原則 として義務づ ける規定へ と変化 した。こ

の よ うな 工事進行 基準 の採 用 を原則 化 した基準設

定 は、国際会計基準 に対す る 日本基準の コンバー ジ

ェンス ・プロ ジェク トの実施 の もとで生 まれ た。 日
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本の企業会 計基準委 員会(ASBJ)とIASBは 、2005

年 に国際間 の会計基 準の相違 を縮小 す るプ ログ ラ

ム を立 ち上げ、国際基準ヘ コンバー ジェンス(収 敏)

させ るべ く優 先順位 の高い基準 と して、工事契約会

計基準の改訂に着手 したのであ る。この改訂 に よっ

て、工事進行基準 を採用す る企業 が増大 し、日本の

企 業会 計 は一段 と国際基準 との 同等 性 を もつ もの

にな った と言われてい る。

果 た してそ うで あろ うか。

工事契約 会計基準の 日本への導入は、国際基 準 と

の同等性 を促進 した と決 して言 えるもの ではない。

た とえ 日本 の工事契約 会計 基準 が国際基 準 と形 式

の上で一致 し、工事進行基 準の採用 を義務 づけた と

して も、そ のこ と自体 が、日本 の企 業会 計が国際会

計 と同等性 を もつ よ うになった と評 価す る こ とは

できない。

問題 なのは、同 じ工事進行基 準の適用 といって も、

国際基準 と 日本 基準 とで、それ らが よってたつ制度

基盤 に大 きな違 いがあ り、そのために同質 の会 計情

報 を生み出す もの とはな らない ことで ある。工事進

行 基準は、収益 と費用 の認識 を工事の進捗 に基 づか

せ るもので あ り、そ の適用 にあたっては、工事進捗

度 の見積 りの信 頼性が不可欠の条件 とな る。工事進

捗度 の見積 りの信頼性 は、発 注者 と受注者 の双 方に

よる工事出来高の確認 、工事代金 の支払 い システム、

工事進捗 の技術 的査定 システム、受 注者側 の内部統

制 システム、工事進捗度 に対す る外部公認 会計 士に

よる監査な ど、多様 な制度 に補完 され て獲得 され る。

工事進捗度 の見積 に対す る信 頼性は、会 計基 準の文

言に よってのみ得 られ るものではない。

なかで も工事進行基準 を支 え る制度基盤 として、

国 際基 準 が 当然 の前 提 と して い る 「出来 高払 い

(progresspayment)」 、す なわち工事 出来高の検査 と進

捗 確認 に応 じた工事代金の支払いの システム は、日

本 には存在 していない。国際基 準の工事進行基 準は、

公共工事 において、 「単価 契約(注1)」 に基づ いた

工事見積書(工 事内訳 明細書)の 提 出 と、月 ごとの

工事進行 の検証、受入れ検査 に基づいた工程進行払

い、そ して工事進捗 の管理 システ ム、内部統制 シス

テム を前提 に して成 り立 ってい る。これ に刻 して 日

本 にお いては、 「総価契約 儒2)」 に よる工事 見積

に もとついた入札 と、工事 着手時の前払 い と残額 の

工事竣工時の後払いが 中心 とな ってい る。工事 自体

の検 収は工事竣工時 ・完成 時にな され るものであ り、

.月ごとの工事進捗 の確認 と検 査 をもってす る 「出来

高払 い」は普通の こととは されていない。

も とも と日本 にお け るいわ ゆるゼネ コンのシス

テ ムには、工事進捗 管理 その ものがな じまない。ゼ

ネ コンは、発注者 に対 しては工事の施 工管理 と完成

引渡 しを一種の包括請負契約 の形で約束 し、下請 け

の協 力業者 に対 しては専 門的工事 の請負 と資金提

供 を保証 し、発 注者 と協 力施 工業者 との問に立 ちコ

ーデ ィネー タの役割 を果たす。ここで は 「契約価格 、

竣工期 日、予定価格 と言 った 『結果』だ け しか 目を

向 けない」傾 向が生まれ(草 柳、1995年,169頁)、

請負 時 にお け る工 事の総原 価 の見積 りと予算 と実

績 の管理 はなされて も、施行過 程にお ける進 捗度そ

の もの を測 定 しなけれ ばな らないイ ンセ ンテ ィブ

に欠ける。元請 けは工事代金 の40パ ーセ ン トの前

払い を受 けそれ を留 め置 き、下請 けに対 しては90

日か ら120日 の約束手形で もって支払い、そ して残

額 の60パ ーセ ン トは工事竣工時に受 けると言った

システム において は、代金の受払方法が工事 出来高

に対応 していない。代金受払 システムが工事の進 捗

管理 を必要 としていな いので ある。(山浦、2000年 、

216頁 。東海 、若松 、2009年 、32頁)

本稿が 明 らか にす るのは以下の点 である。

同 じ工事進行基準 とい って も、国際基準が よって

たつ制 度基盤 と日本 のそれ との問 には大 き な差 異

が あ り、その違 いが 日常的な会計仕 訳方式の違い を

生み 出 し、会計情報の質 に影響 を及ぼす もの となっ

てい る。会計基準の文言のみが国際基準 と同 じにな

ったか らと言 って も、その こと自体が国際基準 と同

等性 をもった情報 を生み 出す こ とにな らない。む し

ろ判 断要素 を多 く含 む 国際会計基 準 を 日本 に導 入

す るこ とによって 、日本 においては独特 の、国際基

準 とは異 なった会計の実務運用がな され、会計の恣

意性が よ り拡大す る と考 え られ る。会計基準の文言

を世界的 に統一化すれ ば、会計実務 も世界統一化 す

る と考 え るの は、 「あま りにもナイー ブ(naive)な 考

えで ある」(Ball,2006,p.17)。 む しろ会計基準 を支

える制度環境の要素が 、会計基準の運用内容 の実質

を決 め る もの となって いる こ とに留意す べ きであ

る。

本稿 は、 なぜ 工事進行 基準 の会計処理 が、IFRS

の もの と日本の もの とで相違す るの か、その違い を

生み 出す会計制度要素 を分析す るこ とか ら、会計国

際化の意味 を明 らか に しよ うとす るもので ある。
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2.工 事契約会計基準

工事契約 の会計基準は、大き く変化 しよ うとして

い る。以下、IFRS基 準 、IFRSとFASBの 共同プ ロ

ジ ェク トに よる基準、日本基準 、これ らの変化傾向

についてみ ることに しよ う。

2.11FRS基 準

工事契約 の会 計基 準にお いて、1993年 のIFRS

NO.11は 、 「工事進行基準(percentage-of-completion

method)」 と 「原価 回復 〈ゼ ロ利益〉法(cost-recovery

<zero-profit>method)」 の二つの方 法を設 定 してい る。

「工事進行 基準」は、収益 と総利 益を工事建設 の進

捗度 、す なわち完成度 に基 づいて計上す る方法 であ

る。 「原価同復(ゼ ロ利益)法 」 は、工事期 間中、

収 益 を 「回復 可能な原 価」に限って計上 し(利 益は

非計上)、 利益 は完成 時の総 原価 の同収 をまって計

上す る方法であ る。この二つ の うち、IFRSは 、 「工

事進 行基準」の適用 を義務づ け、これができない場

合には 「原価回復 〈ゼ ロ利益〉法」を適 用す ること

と した。

工事進行 基準の適用は、会社 が完成 に向けて進捗

状 況が推 定で き、収 益 と原価 が信頼性 を もって推 定

でき る場 合であ り、特 に以 下のす べての事項 が満 た

され るの を条件 とす る。

1.契 約収益総額 が信頼性 をもって測 定でき る場 合。

2.契 約 と結びついた経済的便 益が会社に流入す る

可能性 がプ ロバブル な場 合。

3.期 末において、契約 を完遂 させ る契約原 価 と契

約進捗 度 との双方が信頼性 を もって確 定で きる

場合。

4.契 約 に帰属す る契約 原価 が明確 に識別 でき、そ

して実際の発生契約原価 が、過去の推 定 と比較

して信 頼性 をもって測定でき る場 合。

以上の条件が確認 できない場 合 には、 「原価 回復

〈ゼ ロ利 益〉法」が採 用 され ると した。

またIFRS会 計 基準にお いては、工事 の完成 ・竣

工 時 を も っ て 収 益 を認 識 す る 「工 事 完 成 基 準

(completion-contractmethod)」 は認 め られ ていない。

2.21FRSとFASBの 共同プ ロジェク トによる基準

IFRSNO.11の 工事契約 会計基準の内容は、2011

年 にIFRSとFASBの 共同プ ロジェ ク トに よる収 益

認識 の会計基準 の公 開草案(「 顧客 との契約 か ら生

じる収益」)において、基本 的に引き継 がれ ている。

同 公 開 草 案 は 、 収 益 の 認 識 を 「履 行 義 務

(performanceobligation)」 の 「充足(satisfy)」をもっ

て認識 す る収益認識 のモデル を設定 した。これ に よ

り、「実現 され(berealized)」、「実現可能 な(realizable)」

時点で、あるいは 「利 益稼 得プ ロセ スが実質的 に完

了 した」時点で収益 を認識す る、 とい う 「利益稼 得

プ ロセ ス ・アプ ローチ」による収益認 識は否定 され

た(IFRSDiscussionPaper,2008,para⊥1)。 新 たに設

定 された のは、 「履行 義務の完全 な充足 に向けての

進捗測定」に基づ いた収益認識基 準であ る。同公開

草案 は、進捗度 を測 定す る方法 として、 「ア ウ トプ

ッ ト法」 と 「イ ンプ ッ ト法」 をあげてい る。

「ア ウ トプ ッ ト法」は、達成 された結果や、到達 し

た距離、生産 され た個数 の よ うな、期 日まで に転換

され た財 や サー ビス につ いて の顧 客 に とって の価

値 を直接測定 して収益 を認識す る(IASB,Exposure

Draft,2011,para.40)o

「イ ンプ ッ ト法」は、消費 された資源 や費や された

労働時間、発生 した原価 、経過時間 、機械稼働 時間

の よ うな履行 義務 の充足 に 向けた実体 の努力 も し

くはイ ンプ ッ トに基づいて収 益 を認識す る(IASB,

ExposureDraft,2011,para.44)

この よ うな進捗ベ ースの収 益認識基準 のも とで、

「工事進行基準」に相 当す る基準が以下の よ うに設

定 されてい る。

「実 体 は履行 義務 の完 全な充足 に向けてそ の進

捗 が合理的 に測定で きる場合 にのみ 、期間 をつ うじ

て満 た され た履 行義務 につ いて収益 を計 上す るも

の とす る。進捗 の適切 な測 定方法 を適用す るにあた

って信頼 ある情 報 が欠如 してい るような場 合には、

履行義務 の完全 な充足 が され てい るか合理 的 に測

定することはで きない。」(IASB,ExposureDraft,2011,

para.47)

「原価 回復(ゼ ロ利 益)法 」 に相 当す る基 準は,以

下 のよ うに設定 されてい る。

「ある状況 において は(例 えば建設 の初期 段階に

お いて)、 実体は履行義務 の結果 を合理 的に測定す

る ことが で きない が、 しか し履行義務 を満 たす上

で発生 した コス トを回復 す る(recover)こ とが予 測

され る場合 があ る。 このよ うな場 合 には、 実体 は、

履 行義務の結果 を合理的 に測定で きるか履行義務 が

明確 にな るまでに、発生 した コス トの範囲 内で収 益

を認 識 するものとする。」(IASB,ExposureDraft,2011,

para.48)

IFRSとFASBの 共同プ ロジェク トによる収益認

識 の会計基準 において、 「工事完成基準」 について

は どの よ うな言及 もされてい ない。本 共同プ ロジェ

ク トによる収益認識 基準は、 「利益稼得 プ ロセス ・

アプ ロー チ」 を否定す るもので あ り、 「実現 」の概
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念 と結びっいた 「工事完成基準」は問題 に され るこ

ともない(注3)。 「実現 したか否か」 ではな く、 「履

行義 務の充足があ るか否か」が問題 のす べて とな る。

2.3日 本基準

日本においては、国際基 準へ の コンバージェンス

(収敏)を 唱 えて、2007年 に会計基準書第15号 「工

事契約 に関す る会計基 準」、な らび に企業会計基 準

適 用指針第18号 「工事契約 に関す る会 計基準の適

用指針 」が企業会計 基準委員会(ASBJ)に よって表

明 された。そ こでは工事の進行途 上におけ る進捗 部

分について 、 「成果 の確実性 が認 め られ る場合」 に

は 「工事進行基準」を採 用 しなけれ ばな らない と し

た(企 業会 計基準第15号 、2007、7項)。 この場 合

の 「成果」 とは、3つ の事項 、すなわ ち(1)工 事

収 益総額 、(2)工 事原価総額 、(3)決 算 日におけ る

工事進捗度 に関す るもので、これ らすべ てが信頼性

をもって見積 るこ とがで きる場合 に 「工事進 行基

準」の採 用が義務 づ け られ る、 とす るもので ある。

決 算 日にお ける工事進捗度 の見積 りは 、 「原価比

例 法」、す なわち決算 日までに発生 した工事原価 が

工事原 価総 額に 占める割 合をもって行 う方法か、進

捗 度 を把 握す るそ の他 の合理 的 な方法 に よるもの

と した。 も し 「成果 の確 実性 」が認 め られない場 合

には、 「工事完成 基準」の採 用が認 め られ る。

日本基準がIFRS基 準 と異なるポイ ン トは、 日本

基準が 「工事完成基準」の採用 を認 めてい ることに

あ る。IFRSが 設定す る 「原価 回復(ゼ ロ利益)法 」

について は、 「成果 の確実性 がない にもかかわ らず

収 益 を認識 す る方法には 合理性 がない」として、日

本 基準は これ を否 定 してい る。国際基準への コンバ

ー ジェンス(収 敏)を 唱えての基準設定 であるが、

日本 基準は、「原価 回復(ゼ ロ利 益)法 」を否 定 し、

引き続 き 「工事完成 基準」を認 めてい る点で、国際

基準への収 敏は不十分なままに されてい る。

3.進 捗 度 見 積 りの信 頼 性 を支 え る ア ンカ
ー と して の 「出来 高 払 い 」

工事契約の会計基準の適用については、工事の進

捗度が信頼性 をもって測定できることが不可欠の

条件 となっている。工事の進捗度が見積 られ るには、

決算 日までに実施 した工事の状況、すなわち工事出

来高の実態が把握 されなければならず、その信頼 性

が確保 されなければな らない。工事進捗度の見積 り

についての信頼性は、発注者 と受注者の双方による

工事出来高の確認、工事代金の支払いシステム、工

事進捗の技術的査定 システ ム、受注者側 の内部統制

シ ステム、工事進 捗度に対す る外部公認 会計士 によ

る監査な ど、多様 な制度 に補 完 されたチ ェックとバ

ランスの プロセ スをもって獲 得 され るものであ る。

これ らの諸制度 の うち注 目され るのは、工事進行

基準 を適用す る国においては共通 して、 「出来高払

い(progresspayment)」 の代金支払い と進 捗査定 シ

ステ ムが存在 し、それが工事進 行基準適用の 当然の

前提の よ うにされてい るこ とである。この月極の進

捗度 に応 じた 「出来高払い」の存在が、工事進捗度

の見積 りの信頼性 を支 え、工事進行 基準の適 用 を正

当化す るもの となっている。 例えば、IFRSの 会計

基準 を解説 した標準的 なテ キス トで は、以下の よ う

に 「出来 高払 い」が工事進行基準の合理性 を支 える

もの として前提 に され てい る。

「工事進行基準会計 を採 用す る ことの合 理性 は、

ほ とん どの契約 にお いて買手 と売 手 は 強制 力 ある

権利 を持 って い るこ とに ある。 買手は契約 につい

ての 特別 の 遂行 を求 める権利 を有 し、売手 は買手

の所有主権(ownershipinterest)の 証拠 とな る出来高

払い(progresspayments)を 求 め る権 利 を有 して い

る。その 結果 、継続 した販 売が、 工事 の進行 に従

って生 じるこ とになる。 会社 は その進行 に対応 し

た収 益 を認 識 す べ きで あ る。」(Kiesoet.al,2012,

p.967)

ま たアメ リカ公認 会計士協会(AICPA)に よって

1981年 に設 定 され た 工 事 進 行 基 準 の 適 用 基 準

(SOP81-1)に おい ては、工事進行 基準の合理性 を 「出

来高払い」 の存在 を もって説 明 して いる。

「工事契約 にお いて は、買手 と売手(請 負業者)

の 双方 が強制 的な権利 を獲得 す る。買 手が契約 の

履行 を求 め るにあ た って、請負業者 は工事 の進捗

に した が って、 実質 、 中途工事(work-in-progress)

に 対 す る権 利 の 売却 に 合意 してい る こ とを 意 味

す る。 請負業者 は、 中途 工事 に対 す る所有権 は有

さないが、先取権(lienrights)を 有す る。さらに財務

の取決 めにお いて、請負業者 は、契約要件 が充 たさ

れ てい る場合、買手 に対 して出来高払 い(progress

payments)を 要求 す るこ とが 認 め られてい る。」「し

た が って現 実 の企業活動 をみ ると、実質、経済的

な意味 にお い て、履行 は、仕事 の進捗 に したが っ

て 発生 す る連続 的 な販 売(所 有権 の移転)で あ る

とい う考 えを支持 してい る。」 「工 事進行基準 は、

契約 の履行 につ いての法的経済的 な 結果 をタイム

リー に認 識 す る。」(AICPA,SOP81-1,1981,para.

22)
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「出来高払 い」とは、工事契約 の作業進行 の確認 を

もとに、施行 され た工事 の価値 を超 えな い範 囲で、

発生 した原価 に基づ いて発注 者側 か ら請負 業者 に

対 して、通常、月 ごとに支給 され る契約代価 の部分

支払 いの ことであ る。このよ うな 「出来高払い」は、

日本 において普及 していない。す なわち 日本 におい

ては 「公共工事 におけ る工事代 金の支払い方法 は、

前金 払制度 等があ るものの、基本的 に工事 の完成 ・

検収 ・引渡 しに よって代金支払 いの行 為が奨 め られ

ること、別言すれ ば、欧米諸 国で慣行化 している よ

うな工事の進捗 に ともな う出来高払 い制度 が な じ

んでいない」(東 海 、若 松、2009年 、35頁)。

工事進行基準 は、それ を支 えるい くつ かの制度 基

盤 の上 に立 ってそ の正 当性 が成 り立つ ものである。

国際会計基準が想 定 してい る工事契約 は、国際的に
一般 的 とな ってい る 「単価 ・数量精算契約」であ る

。

工事進行 基準は、この国際的に一般 的 となってい る

契約制度 との制度的 な補完 関係 を もっ て成 立 した

ものであ る。

す なわち 「単価 ・数量精算契約 を基準 とした場合

は数 量の算 出根 拠や 各単価項 目に包 摂 され る工事

内容 と範 囲等が明 らかに され る。」この もとでは 「契

約 金額 の 内訳 と工程 表 は契約 条件 と深 く関連 を持

つ事 にな り、実質 的に契約 的な拘 束力が伴 って くる。

コス ト管理 も契約条件 と連動 した もの でな く して

は契約 問題 を定量的 に とらえた議論 が できな くな

って しま う。」「定め られ た期 日迄 にプ ロジェク トを

完成 す るた めに、契約 条件 に従 い各 工事 ア クティ ビ

テ ィ(workactivity)を 設 定 し、 これ を実施す るた

め に必要 な労働 力、材料 、機械 等 、工事 要素(work

elements/resource)の 変化 を理論 的に解 析 し、管理す

る事は大変重要な こととな る」(草柳 、1995年 、170

～172頁) 。 「単価 ・数量精算契約」は、 この よ うな

工程 の進 行 のプ ロセ ス にお いて遂行 され る コス ト

管理 を想 定 してい る。

「出来高払 い」は、「単価 ・数 量精 算契約 」に関連

して成立す るものであ る。 「出来高払い」 は、.月ご

とに作業の確認 をもって行 われ る。 「出来高払 い」

システ ムの も と、 「工事 の設 計書、仕様書 、施行計

画、安全 管理 計画、環境保全 計画等 の内容 が、工事

のプ ロセス に従って、適切 に実施 され てい るか ど う

か を、検査 し、検収 し、査定 し、設計変更す る、技

術評価 す る」こ ととな り、計画 と実際 との整合性 を

照査す る手続 きをもった部分 支払 いが な され る こ

とにな る。(国 島、2008年 、11頁)。 「単価 ・数 量精

算契約 」 と 「出来高払 い」は、工事進行 基準を適用

す る場合 の、通常 の前提 となってい るものであ る。

工事進行基準 は、工程 の進捗管理 を想 定 した 「単

価 ・数量精算契約」 と 「出来高払い」の制度 に補完

されて成立す るもので ある。と りわ け 「出来高払い」

の キャッシュフmは 、工事進 捗の見積 りの信頼性

を支 えるアンカー的な意味合い をもってい る。

これ に対 して、日本の工事契約 は、工事竣工 日と

予定価格 について のい わば 「結果」を重視す る 「一

式総価請負契約 」であ る。 この契約 の特徴 は、 「プ

ロジェ ク トの遂行結 果で あ る完成 期 日を絶対値 と

して これ を どの よ うに して守 るかが管理 の主 眼 と

な ってい る。」「完成期 日を守 るとい う条件 さえ満 足

すれ ば、その仮 定 をいか よ うに変化 させ よ うと自由

で あ り、契約条件 と何 らかかわ り合いが生 じて こな

い こ とになる。」 したが って 「契約総額 が唯一の拘

束条件で あるが故 に、工事項 目(workitem)ご とに コ

ス トの変化 を観察 し、原 因追及す るとい う形ではな

く、『コス ト総額 』の動 きを管理視点 とした管理形

態が主体 となって くる。」(草 柳、1995年 、171～172

頁)こ の よ うな契約 の もとでは、工事代金の支払 シ

ステ ムも40パ ーセ ン トの前払い、60パ ーセ ン トの

竣工時 ・査 定検収後 の支払 が対応 し、「出来高払い」

は 問題 とされな い。この よ うな代金支払い と査定 シ

ステ ムは 「日本独特 の もの」で ある。 「イ ギ リス、

ア メ リカ、 ドイ ツ、フラン ス、シンガポール 、オー

ス トラ リア、香港 、台湾、上海 、どこで も、前払い

金 は、零 か、場合 によって は5%か ら10パ ーセ ン

ト程度」、「そ して発注者 は、特 に公共発注者は 、毎

月、清算 ・支払いす る、受注者 は、毎 月、発 注者か

らお金 を受 け取 る、とい うのが当た り前 、とい う常

識」 にな ってい る(国 島、2008年 、11頁)。

日本 にお ける工事進行基準 は、国際基準が 当然の

前提 としてい る契約方式 、進捗管理 、代金支払 シス

テ ムの制度基盤 を捨象 して 、もっぱ ら文言だ けを国

際基 準 に合わせ よ うとす る努 力の結果 として 生ま

れた もので ある。この よ うな状態 が、日本独 特の工

事進行 基準 の会計 処理 を生み 出す もの とな ってい

る。

以下、 工事進行基 準の会計仕訳 につい て、 「出来

高払い」が常態 となってい る国際会計基準の もの と、

そ うでは ない国(日 本)の もの とを比較 してみ るこ

とに しよ う。
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4.工 事進 行基準 の会計仕訳 、国際基準 と日

本基準 との違い

まず日本の工事進行基準の仕訳処理から示そう。

4.1日 本基準 の もとでの仕訳 処理

以下の説 例の もとに、日本 の工事進行 基準の仕訳

処理 を示す。

〈説 例>M建 設会社 は、工事契約価格150,000万 円、

の架 橋の建設 を契約す る。 工事期 間は3年(2010

年2月1着 ⊥二、2013年3月 引渡 し)。 各期 におけ る

発 生工事原 価 と、各期 末時点で見積 もった完成 に至

るま でに要す る工事原 価見積 りは表 一1の とお り

であ る。 また発 注者か らの入金額は2010年2月1

日60,000万 円、3月 工事竣 工時90,000万 円 となっ

てい る。

工事進捗 度の見積 は、以下の算式 もとついて計

算す る。

進捗率=(当 期発生工事原価)÷(当 期発生工事原

価+翌 期以降完成までの所要見積額)

各年度 に計上 され る工事収 益 と利 益 は、表一2に

示 した とお りであ る。

各年度 の仕訳処理は、以下の とお りであ る。

2010年 度の処理

(1)工 事代金 の受 入(2010年2月1日)。 前受金(負

債)の 性 格 を もつ 「未成 工事受入金 」勘 定を記

録す る。

(借方)現 金60,000

(貸方)未 成工事受入金60,000

(2)決 算 時(2011年3月31日)ま で、期間 中に消費

され た原 価費 目は、仕掛 品(資 産)と しての性

格 を もつ 「未成 工事支 出金」 の勘 定 にプ ール さ

れ る。

(借方)未 成工事支 出金12,000

(貸方)諸 口12,000

(3)期 間の費用(「 工事原価 」)を 計上す る。 「未成 工

事支 出金」(資 産)の 減。

(借方)工 事原価12,000

(貸方)未 成工事支 出金12,000

(4)「 工事収益 」(収 益)が 計上 され る。

(借方)未 成工事受入金15,000

(貸方)工 事収益15,000

2011年 度 の処理

(1)「 未成 工事支出金」(仕 掛 品)を 計上す る。

(借方)未 成工事支 出金61,800

(貸方)諸 口61,800

表1.工 事進捗度の見積 り(単 位:万 円)

2010 2011 2012

各期発生工事原価

(累計原価額)

¥12,000

(12,000)

¥61,800

(73,800)

¥51,200

(125,000)

翌期以降完成までの所要見積原価 xｬ108,000 ¥49,200 一

工事進捗度 12,000/(12,000+108,000)

=10%

73,800/(73,800+49,200)

=60%

i2s,000/12s,000

=100%

発注者からの代金支払 ¥60,000 一 ¥90,000

表 一2.工 事 収 益 、費 用 、禾U益(単 位:万 円)

2010 2011 2012

工事収益 ¥15,000

(150,000×0.1)

¥75,000

(150,000×0.6-15,000)

¥60,000

(150,000-15,000-75,000)

工事原価 ¥12,000 ¥61,800 X51,200

工事利益 ¥3,000 ¥13,200 ::11
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(2)期 間の 「工事原 価」(費 用)を 計 上す る。

(借方)工 事原価61,800

(貸方)未 成 工事支 出金61,800

(3)期 間の収益(「 工事収 益」)を 計上す る。「工事収

益」額 の うち 「工事受入金」の残 高を超 える部分 は、

売掛 金(資 産)と しての性格 をもつ 「工事未収金」

の勘定 をもって処理す る。

(借方)未 成工事受入金45,000

工事未収 入金30,000

(貸方)⊥ 二事収益75,000

2013年 度 の処理

(1)「 未成 工事支 出金 」(仕 掛 品)の 計上

(借方)未 成工事支出金51,200

(貸方)諸 口51,200

(2)「 工事原価 」(費 用)の 計 上

(借方)工 事原 価51,200

(貸方)未 成工事支 出金51,200

(3)「 工事収益 」(収 益)の 計 上

(借方)現 金90,000

(貸方)工 事 収益60,000

工事未 収入金30,000

以上、日本 の基準の もとでの工事進行 基準の処理

を見て きた。この処理 の特徴 は、契約 工事に消費 さ

れた原価が 、 「未成 工事支 出金 」 と称 され る仕掛 品

(棚卸資産)勘 定にプール され、後 、期 末時点で工

事進 捗度 に応 じた部分が 「工事原価」とな り費用化

され る。同 じく工事進捗度 に もとついて計上 された

「工事収 益」と対応 され、利 益が決 定 され る。後述

す るよ うに、ここでは、工事 出来高、受 入検査 に も

とついた 「出来高払い」は存在 しないか ら、国際基

準に見 られ る、工事進捗 によって どれ ほ どの請 求権

が生 まれ たのか受 注者 の側 で評価 す る処 理 は され

るこ とはない。 「前受金」 として の代金支払 いの記

録 と、工事竣工時の後払い とい う代金支払いが記録

され るのみで ある。

この よ うな 日本基準 の会計処理 と比べて 、IFRS

基準の処理 は、著 しい違い を示 して いる。

4.21FRS基 準 の も とで の 仕 訳 処 理

IFRSの 工事契約会計 につ いて、工事進行 基準に

も とつい た仕訳 を、IFRS基 準 を解説 したテキス ト

(Kiesoet.al,2012,pp.969～972)に もとついて 示そ う。

〈説例>H建 設会社 は、契約価格ｬ4,500,000、 推

定総 額原価ｬ4,000,000の 架橋 の建設 を契約 す る。

2010年7月 に着工 し、2012年10月 に完成す る予定

で ある。各年度のデー タを示す と以下の とお りで あ

る。(H建 設 会 社 は 、2011年 末 に原 価 推 定 を

ｬ4,000,000か らe4,050,000へ 変更 してい る)。

工事進捗度の見積 は、以下の算式 もとついて計算

す る。

進捗率=(当 期発生工事原価)÷(当 期発生工事原

価+翌 期以降完成までの所要見積額)

表一3は 、工事進捗 度の見積 り処理 を示 した もの

で ある。そのな かに 「progressbilling」な る項 目

が ある。 「progressbilling」 は、 「出来高請求 」、 「中

間請求」 とも訳 され るもので、 「発注者 に よって支

払 われた か否か にかか わ らず 、契約 に もとついて遂

行 された 出来高 に対 して請求 され る額」(IASNO.

11,para.41)で あ る(注4)。 この項 目は、IFRS基 準

に よって 開 示 が 義 務 づ け られ て い る基 本 的 な 事

項で あるが、日本の財務諸表 には見 当た らない。「出

来 高 払 い」の 代 金 支 払 い シ ステ ム が ない 日本 に

表3.工 事進捗度の見積(単 位:ｬi,000)

2010 2011 2012

期間発生工事原価

(発生原価累計額)(a)

ｬ1,000

(1,000>

ｬ1,916

(2,916)

ｬ1,134

(4,050)

翌期以降完成までの所要見積原価(b) 3,000 1,134 一

年 度 中 の 出 来高 請 求

(progressbillingduringtheyear)

'll 2,400 1,200

年度中の現金回収額(出来高払い) Aso 1,750 2,000

工事進捗度

(a)/[(a)+(b)]

25%

/,000/(1,000+3,000)

72%

2,916/(2,916+1,134)

100%

4,050/4,050
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表 一4.工 事 収 益 、費 用 、利 益 の 計 算(単 位:ｬ1,000)

過年度計上額 当期計上額

2010

収 益(ｬ4,500×25%) ｬi,i2s ｬ1,i2s

費 用(ｬ4,000×25%) i,000 1,000

利益 ｬi2s ｬi2s

2011

収 益(ｬ4,500×72%) ｬ3,240 ｬ1,12s ｬa,11s

費 用(ｬ4,050×72%) 2,916 1,000 1,916

利益 ｬ324 ｬias ｬi99

2012

収 益(ｬ4,500×100%) ｬ4,500 ｬ3,240 ｬi,z60

費 用(ｬ4,050×100%) 4,050 2,916 1,134

利益 ｬ450 ｬ324 ｬi26

おいては、この よ うな項 目の開示が要請 され ること

がない。 この 「progressbilling」 が、 日本基準 とは

違 った国際基 準の会 計仕訳 の特徴 を生み 出 してい

る。

説 例に もとついて、各年度 の進捗度 を基礎 に して

各年 度の収益 と費 用、利 益 を計算す る と表一4の よ

うにな る。各年度 の利益 は、当期 の収益 については

当年度 末の工 事進捗 度 にも とつい て計算 され た収

益額 か ら過年度 に計 上 され た収益額 を差 引い て求

め、また 当期 の費用額 も同 じよ うに して求 める。当

期 の工事利 益は、当期収益額 か ら当期 費用額 の差 と

して計算 され る。

各年度 の仕訳は、以下の とお りであ る。

(借方)完 成 工事未 収入金900,000

(貸方)未 成工事支 出金請求高900,000

(3)「出来高払い」 による現金 の受領 を記録 す る。

(借方)現 金750,000

(貸方)完 成工事未 収入金750,000

(4)収益 と利 益を認識す る。進 捗度 を基礎 と して計上

さ れ た 期 間 の 利 益 額 は 、 「未 成 工 事 支 出 金

(constructioninprogress)」 勘定 に入れ る。

(借方)未 成工事支 出金:利 益125,000

工事費用1,000,000

(貸方)工 事収益1,125,000

(5)2010年 度 の期末 になって、貸借 対照表が作成 さ

れ る。

2010年 度 の 処理 。

(1)発 生 原 価 価 を 「未 成 工 事 支 出金(construction

inprogress)」(資 産)の 勘 定 を用

い て記 録 す る

(借 方)未 成 工 事 支 出 金1,000,000

(貸 方)諸 口1,000,000

(2)期 間 中 に 生 じ た 「出 来 高 請 求(progress

billings)」 を 記 録 す る。 これ は 「出 来 高 払 い 」 を受

け る請 求権 の発 生 を意 味 す る。 この 事 項 の 記 録

に は 、「完成 工 事未 収 入金(accountreceivable)」(売

掛 債 権)勘 定 と 「未成 工 事 支 出 金 請 求 高(

billingonconstruction)」 勘 定 を用 い る。 「未 成 工 事支

出金 請 求 高 」 勘 定 は 「未 成 工 事 支 出 金 」 勘

定 の 対 照 勘 定 と して の性 格 を も ち、負 債 勘 定 と して

扱 わ れ る。

表一5.貸 借対照表2010年

流 動 資 産

「請 求 高 を 上 回 る 原 価

と 禾IJ益 」(costandProfitsin

ExcessofBillj皿gs)

ｬZZS>000

「完 成 工 事 未 収 金 」

(AccountReceivable)

ｬ150,000

期 末 決 算 にお い て 、 「未 成 工 事 支 出金(construction

inprogress)」 と 「未成 工 事 支 出金 請 求 高(billingon

construction)」 と の 間 に 差 が 生 ま れ 、 「低 請 求

(under-billings)」 す な わ ち 「未 成 工 事 支 出金 」(発 生
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原 価 プ ラス 進捗 ベ ー ス の 期 間 利 益)の 方 が 「未 成 工

事 支 出金 請 求 高 」を上 回 って い る か 、これ とは反 対

に 、 「高請 求(over-billings)」 す な わ ち 「請 求 高 」 の

方 が 「未 成 工 事 支 出金 」(発 生原 価 プ ラ ス進 捗 べ 一

ス の 期 間利 益)を 上 回 っ てい る か確 認 す る。説 例 の

ケ ー スに お い て は 、 「未 成 工 事 支 出金 」 の残 高(発 生

原 価ｬ1,000,000+利 益ｬits,ooo)が 、 「未 成 工事 支 出

金 請 求 高 」の残 高(ｬ900,000)を 上 回 っ て お り、 「低請

求 」(ｬZZS,000=ｬ1,125,000一ｬ900,000)の 状 態 に あ る。

この よ うな状 態 は 、 「会 社 請 求額 が 発 生 原 価 プ ラ ス

工 事 出 来 高 に 関係 す る推 定 利 益 よ り少 な い場 合 に

生 じ 」、 「工 事 出 来 高 に つ い て 原 価 超 過(cost

overruns)が あ った か 、 も し くは ス ケ ジ ュー ル どお

りに利 益 が 等 し く分 散 され な か っ た こ とに よ っ て

生 ま れ る」と され る(StevenJ.Peterson,2013,p.15)。

こ の 差額 は 、貸 借 対 照 表 の流 動 資 産 の部 に 「請 求 高

を上 回 る原 価 と利 益(CostandProfitsinExcessof

Billings)」 と して 、表 一5の よ うに表 示 され る。 ま た

2010年 度 の 貸 借 対 照 表 に は 、 売 掛 債 権(account

receivable)の 意 味 を 持 つ 「完 成 工 事 未 収 入 金 」 ε

150,000が 流 動 資 産 の 部 に 表 示 され る。

2011年 度 の 処 理

(1)発 生 原 価 を記 録 す る

(借 方)未 成 工 事 支 出 金1,916,000

(貸 方)諸 口1,916,000

(2)期 間 中 に 生 じた 「出 来 高請 求(progressbillings)」

(出 来 高払 い を受 け る権 利 、分 割 請 求)を 記 録 す る。

(借 方)完 成 工 事 未 収 入 金2,400,000

(貸 方)未 成 工 事 支 出金 請 求 高2,400,000

(3)「 出 来 高払 い 」 に よ る現 金受 領 を記 録 す る。

(借 方)現 金1,750,000

(貸 方)完 成 工事 未収 入 金1,750,000

(4)収 益 と利 益 を認 識 す る

(借 方)未 成 工 事 支 出 金:利 益199,000

工 事 費用1,916,000

(貸 方)工 事収 益2,115,000

(5)2011年 度 末 に な って 、貸 借 対 照表 が 作成 され る。

2011年 度 期 末 決 算 にお い て 、 「未 成 工 事 支 出金

(constructioninprogress)」 と 「未 成 工事 支 出金 請 求

高(billingonconstruction)」 の 差額 を 求 め る と、 「高

請 求(over-billings)」 の 状 態 に あ る。 す な わ ち 「未 成

工 事 支 出 金 」 の 残 高 は

ｬ3,240,000(1,000,000+125,000+1,916,000+199,000),

「未 成 工 事 支 出 金 請 求 高 」 の 残 高 はｬ3,300,000

(900,000+2,400,000)で あ り、「請 求 高 」の 方 が 「未

成 工 事 支 出金 」(原 価 プ ラス 進 捗 べ 一 ス利 益)の 額

をｬ60,000(=ｬ3,300,000一ｬ3,240,000)だ け 上 回 っ て 、

「高 請 求 」 の状 態 に あ る。 こ の よ うな状 態 は 、 「会

社 請 求 が 発 生 原 価 プ ラ ス工 事 出来 高 に 関係 す る推

定 利 益 よ り大 きい 場 合 に生 じ」、「工 事 出 来 高 につ い

て 原 価 節 約(costsavings)が あ っ た か 、 も しくは ス

ケ ジ ュ ー ル どお りに 利 益 が 等 し く分 散 され な か っ

た こ と に よ っ て 生 ま れ る 」 と さ れ る(StevenJ.

Peterson,2013,p.16)。 こ の 差 額 は貸借 対 照 表 の 流 動

負 債 の 部 に 「原 価 と利 益 を上 回 る請 求 高(Billingsin

ExcessofCostandProfits)」 と して 、 表一6よ うに表

示 され る。 また2011年 度 の 貸 借 対 照 表 に は 、 売 掛

債 権(accountreceivable)た る 「完成 工 事未 収 入 金 」残

高:11,000(=ｬ900,000一ｬAso,000+ｬ2,400,000一 ε

1,750,000)が 流 動 資 産 に表 示 され る。

表一6.貸 借対照表2011年

流 動 資 産

「工 事 未 収 金 」(Account

Receivable)

ｬgoo,000

流 動 負債

「原 価 と利 益 を 上 回

る請 求 高 」(Billingsin

ExcessofCostandProfits)

ｬ60,000

2012年 度 の処理

(1)発 生原価 を記録す る。

(借方)未 成工事支 出金1,134,000

(貸方)諸 口1,134,000

(2)期 間 中に生 じた 「出来高請 求(progressbillings)」

を記録す る

(借方)完 成工事未収入金1,200,000

(貸方)未 成 工事支 出金請求高1,200,000

(3)「 出来高払い」の代 金 を受 ける。

(借方)現 金2,000,000

(貸方)完 成工事未収入金2,000,000

(4)収 益 と利益を認識す る。

(借方)未 成工事支 出金:利 益126,000

工事費用1,134,000

(貸方)工 事収益1,260,000

(5)工 事完 了につ き、「未成 工事支 出金」勘定 とその

対照勘定で ある 「未成 工事 支出金請求 高」勘定 を相

殺す る。

(借方)未 成 工事支出金請求高4,500,000

(貸方)未 成工事支 出金4,500,000
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4.31FRS処 理 と 日本基準処理 の違い

工事進行 基準のIFRS処 理 は、 日本基 準の処理 と

違 い、期間 中を通 じて 「未成 工事支出金(constluction

inprogress)」 とその対 照勘 定である 「未成 工事 支出

金請 求高(billingonconstruction)」 の勘 定が設 定 さ

れ、 「未成工事支 出金 」の勘定に は発生工事原価 と

進捗 ベースの利 益が集計 され、期 間途 中、両者 の差

額 が 「低請求」 の場合 は貸 借対照表の流動資産 に、

反 対 に 「高請求」の場 合は流 動負債 に計上す る。発

注者 による代金支払い(出 来高払 い)を 受 け る前 に、

受注者(請 負 業者)の 方か ら請求す べき 「未成 工事

支出金請 求高」が計上 され る(相 手勘定は、売掛債

権 た る 「完成工事未収入金」)。この請求 高に対 して

代金 支払 い(出 来高払 い)が され る、とい う手続 き

が含 まれてい る。

この手続 きにおいて、月々発注者 か ら支払 われ る

代金(出 来高払 い)は 、自動 的に受注者(請 負 業者)

に とっての収益 とは されない。会 計基 準においては、

期 中にお ける 「請求 され 、 も しくは請求 可能 な額

(amountsbilledorbillable)を 期 間の収益 とす るの

は認 められない」(AICPA.,SOP81-1,1981,para.06)。

なぜ な ら期 中の 「請求 または請求可能額」は契約 条

項に よって決め られ るものであ り、経営 業績 を示 し

た ものではない、とされ るか らである。会計におい

ては、キャ ッシュフ ローの流れ と工事収 益の認識 と

は別 の事柄 とされ る(注5)。

lFRS処 理 のも とでの 「未成 工事支 出金 」(発 生原

価 十進捗べ 一ス利 益)は 、工事完了 をもって、その

対照勘定で ある 「未成 工事支 出金請求高」と相殺 消

去 され る。日本基準 にお ける 「未 成工事支 出金」は、

発生原価 をプールす る勘定項 目(仕 掛 品勘定)で あ

り、工事進捗 に もとついて工事収益 が計 上 され る と、

それ に対応す る分 が費用 に転 化す るもの とされ る。

日本 の処理 においては、工事進捗 のプ ロセ スのなか

で 「出来高請求(progressbilling)」 の確認 の処理 は

されない。 日本 においては、工事期 間 中の 「出来高

払 い」は されて いない か ら、それ を要求 す る請 求額

ともい える 「未成 工事支 出金請求高」は記録 され る

ことはない。とりわけ、工事途 中の工事 出来高の確

認 とそれに もとつ く請求権の発 行、さらに工事途 中

の工事進行 評価 の状況 を 「低請求」(流動資産)、 「高

請 求」(流動負債)と い う形 で表示す るIFRSの 会計

処理 は、 日本基準 の処理 において は見 当た らない。

この よ うなIFRS処 理 と 日本基 準処理 との問での違

いは、工事進行 基準が よって立つ それ ぞれ の制度 基

盤が違 ってい るた めに生 じる。

IFRS処 理 の もとで、期 間の途 中、「請求 もしくは

請求可能(billedorbillable)」 額が工事請負 業者の側

で確認 され、これ に対 して発 注者の側 では工事出来

高 の確認 による 「出来高払い」が行われ る。この よ

うなシステ ムの も とで は、「請求 も しくは請求可能」

額 と 「出来高払い」額 とは、期間の収益 と費用の金

額 に直接的 な関係 を持 た され ていな いが、工事進捗

度評 価の信頼性 に対 す るア ンカー 的 な意 味合 い を

もってい る とい える。

他方、この よ うな システム をもたない 日本 の会計

処理 は、請負業者の側 での一方的な原 価比例法 によ

る進捗評価がな され る。そ こでは、請負業者 と発注

者 に よる相 互チ ェ ックに よる工事 出来高 と進捗度

評価のプ ロセ スがない。 日本 の 「工事の完成 引渡 し

に よる成果 の確認 と受領 を常 の こ ととす る」(東

海 ・若松、2009年 、12頁)シ ステム においては、

工事進捗見積 について の信頼性の獲得 は難 しく、進

捗度評 価 に経 営者 に よる恣意的 な判断 の介入 を許

す もの とな り、工事進行 基準が もっぱ ら、工事利 益

を前倒 しして計上す るもの として、あ るいは遅 らせ

て計上す るもの として 、会計操作 を許 す もの とな る。

以下、日本的な制度環 境の もとで機 能す る工事進

行基準の あ り方 につい て、詳 しく見て行 くことに し

よ う。

5.日 本基準 の もとでの会計 実務

日本 において2007年 の工契約の会計基準が成 立

す る以前 において は、大蔵省 企業会計審議 会 による

企業会計原 則の もと、 「長期の請負工事 に関す る収

益 の計上 について は、工事進行 基準又は工事完成 基

準 のいずれ かを選択適 用す るこ とが できる」(大 蔵

省企業会計審議会 、企業会計原則 、注解7)と して

いた。このよ うに以前 では、工事進行基準 と工事完

成基準 は、任意選択 の事柄で あった。2007年 の工

事契約の会計基準 は、国際基準への コンバー ジェン

ス(収 敏)を 唱えて、 「成果の確実性 が認 め られ る

場合」を条件 に、工事進 行基準の採 用 を原則 化 し義

務づ けた。

2000年 以前 の 日本 において は、工事完成基 準の

採用が 中心 とな ってい た。大蔵省企 業会計審議会に

よる企業会計原則 の もとで 、1997年 の大手 、 中小

の建設業者 を含 めた調査で は、9,293社 の うち81.9%

が工事完成基準 を採用 し、工事進行 基準 を採 用す る

企業 はほんのわずかで あった(山 浦、2000年 、211
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頁)。 この よ うな工事完成 基準 を採 用す る会社 がき

わめて多いのは、日本独特 とも言 うべき傾 向であっ

た とい う。同 じ時期、アメ リカ合衆 国、イギ リス を

は じめ とす る英語 圏諸国 を含む多 くに 国におい て

は、工事進行基準 の採用 が中心 となってお り、しか

も長期 工事 だ けでな くすべ ての工事 に適 用す る傾

向が支配的 となっていた(山 浦、2000年 、185頁)。

この よ うな工事完成 基準 の採 用 が圧 倒 的な 日本

の状 態 は、2000年 を前後 と して変化 し始 める。 大

手建設業会社 を中心に、工事進行基 準の採用 がすす

む ことになる。工事進行 基準の採 用 は、 「国際会 計

をに らむ」処理 である と報道 された(日 本経済新 聞、

2000年 、4月6日 記事)が 、 しか し実態 は、国際基

準への準拠 とい うよ りも、特殊,日 本 的な事情に促

されての ものであ った。

一つは
、国に よる 「税 の 早期補足 」といった税制

上の要請 、他 の一つは 「経 営審 査事 項」の評価 点 を

引き上げ よ うとす る大手建設業者の思惑、これ らが

重な って、工事進行 基準の採用 が進 んだ ものであっ

た。

1998年 に法人税 は改正 され 、工事規模50億 円以

上、工期2年 以上の工事については工事進行基 準に

よる所得 計算が強制 された。税務 上の所得 計算 が一

般 会計 上の利 益計算 に依拠す るこ とを求 め るい わ

ゆ る確 定決算主義の もと、財務諸表 作成 目的に工事

進行 基準 を採 用す る大手建設 会社が生まれた。1998

年の税制改正 の影響 も受 け、表一7に 見 られ るよ う

に工事進 行基 準 を ・部限定 して部分 適用す る会社

が31社 、工事 完成基 準のみの採 用は21社 となって

い る。

さ らに工事進行 基 準の普及 を促 した 日本 的特殊

事情 と して 、 「経営審査事項 」の評価点 を上 げよ う

とす る大 予建設 会社 に よる思 惑 があ った ことを指

摘 しな ければな らない。

日本 において は、公共 工事発 注 に際 して 、 「技術

と経 営」の評価 に もとついて建設 業者 の格付 けを行

い、公 共工事 入札 の参加 資格 が承認 され る独特 の制

度 が存在 す る。 この 「経営審 査事項 」には 自己資本

経 常利 益率の業績 指標 が含 まれてお り、工事進行基

準の採 用は、この数値 を上げ評価 点を高め ることが

でき る。2000年 を前後 とす る工事進行基準 の採用

は、 「経審」 の評価 点を上 げ よ うとす る大手建設業

者に よって推進 され た。2000年 を前後 として 「建

設 不況」がすすみ 、多 くのゼネ コンに よる採算 の悪

化 が 目立 ち、 「建設崩壊」、 「ゼネ コン 自壊」 が叫ば

れた時代、採算悪化 のゼ ネ コンは、 「経審」 の評価

点 を維持 し、少 しで も公共工事入札の条件 を整 える

必要性が あった。長期 にわたって欠損状態がつづ く

と 「元請 け」と しての立場 を維 持で きな くな る恐れ

が あった。 そのために大手建設会社 は、 「経審 」評

価点 をあげよ うと、工事進行 基準へ と会計方法 を切

り替 え、工事売上高 と経常利 益 を押 し上げ よ うと し

た。当時のゼネ コンによる工事進行 基準への変更は、

「経審」対応 のためであった。(山 浦、2000年 、214

頁)

表一7.1998年 度 、大手建設 業者の収 益認識 の会計

処理

工事進行基準の採用(進 行

基準を全面適用す るので

はなく、部分適用 している

会社がほとんど)

工事完成基準のみ採用

21社

青木建設、新井組 、大林組 、

勝村 建設 、熊谷組 、鴻池組 、

国±総合建設 、五洋建設 、

佐伯 建設 工業 、白石、住友

建設 、大末建設 、大成建設 、

大 口本±木 、大豊建設、竹

中工務店 、鉄建建設、東亜

建設 工業 、東急建設、飛鳥

建設 、ナカ ノコーポ レー シ

ョン、口産建設 、口特建設 、

間組 、フジタ、不動建設 、

前 田建設 工業 、松村組、

井建設 、三菱建設 、森 本組

浅沼組 、安藤建設、大木建

設 、大本組 、奥村組、鹿 島

建設 、北野建設 、佐藤建設 、

清水建設 、銭高組 、太平工

業 、東洋建設 、戸 口建設 、

西松建設 、 日本鋪道、長谷

工コー ポ レー シ ョン、藤 木

工務店 、真柄建設 、松井建

設 、若築建設

出 所(L]浦 、2003年 、210頁)

例 えば2000年 の新 聞記事(日 本経 済新 聞、2000

年4月6日)は 、鹿 島建設が2001年3月 期 か ら工

事完 成基準 か ら工 事進行 基準へ変 更 した こ とを報

道 してい る。ゼ ネ コン大手 の鹿 島建設 は、受注金額

1億 円以上 、工事期間1年 以上のすべての工事 を対

象 に して工事進行基準 の採用へ と切 り替 えた。これ

によって、売上高は、2000年3月 決 算か ら2001年

3月 決算 において1,174,910百 万円か ら1,330,729百
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万 円(13パ ーセ ン トの伸 び率)へ と上昇 し、経 常

利 益で見 ると22,895百 万 円か ら34,227百 万円へ と

引き上げ られてい る(49パ ーセ ン トの伸び率)。 か

く して 「経審」評価 の重要項 目であ る経 常利益 は大

幅に増大 した。以後、鹿 島建設 につづき、多 くのゼ

ネ コンに よって工事進 行基準の採 用が進んだ。この

時代の工事進行基 準へ の変更は、 「経審」 の評価 点

を向上 させ よ うとす る誘 引が大 きかった とい える。

その後、2007年 に会計基 準は改訂 され 、工事進

行 基準の採 用が義務づ けられ るよ うになった。さら

に2008年 には税 法が改正 され、1年 以上 、10億 円

以上 の建 設工 事 に対 して工事 進行 基準 が強制適用

され るよ うになった。税法上 、工事進行 基準の適 用

範 囲の拡大 がな され ると、大手建設会社 を中心 に、

工事進行 基準の採 用が進 んだ。

表一8は 、2008年 時点での、工事進行 基準を採用

して い る会社 と工事 完成基準 を採用 してい る会社

を掲 載 した もので ある。 建設大手上場会社の30社

中27社 が工事進行 基準を採用 してお り、その普及

状 態 を知 ることがで きる。

2009年 の工事進行基準へ の変 更、適用拡大 を し

たゼネ コン21社 の第1四 半期業績 を対象 に した調

査においては、売上高は248億 円の増 、増加率 は、

全体で1.2パ ーセ ン トと、その規模 は比較的 「軽微

であ った」(「建設 通信 新聞」2009年8月20日)。

2000年 の 「建設不況 」期 の工事進行基準へ の変 更

と比べて、2007年 の工事進行 基準への切 り替 えに

よる売上高へ の増額効果 が軽微 で あった のは、 「経

審 」対応 の効果 がそれ ほ ど強 くなかった とも判 断 さ

れ る。

工事進行 基準は、進捗度 の評価 に収益 と費用 、利

益の計上 を依存 させ る。進捗 度の評価如何 に よって、

計上 され る利 益が左右 され る。完 成基 準か ら進行 基

準への切 り替 え、進行基 準の適用範 囲の拡大 は、変

更時の利 益 を不[∫避 的に増大 させ ることにな り、課

税所 得の拡大 となるが、他 方、 「経審」 の評価 点を

高め る効果 も生む。どち らの効果 を優先 させ るか よ

って、経 営者 に よる工事進行 基準の変更のイ ンセ ン

テ ィブが異 なって くる。2008年 の工事進行基 準の

売上高に与 える増額効果が軽微 であったのは、法人

税に対す る配慮が強かった とも理解 され る。

以上に見た よ うに、日本 における工事進行基 準の

普及傾 向をみ る と、そ こに、 「経 審」対応 と税制 上

の問題 とい った、日本 的な特殊性 があった ことは明

らかであ る。ここか らして、工事進行基 準の普及 が、

国際会計基準への コンバー ジェンス(収 敏)の ため

に進展 した と評価す るこ とはできない。む しろ 「会

計 国際化」の喧伝 をもって判断要素の大 きい工事進

行基準が 日本 に導入 され 、その ことが、日本的な制

度条件 の もとで、経 済政策的 な配慮 に規制 され て、

特異 な実務効果 を生み 出す もの とな った、とい える。

瑠

理

表

処

2008年 度、大手建設業者の収益認識の会計

工事進 行基準 の

採用

()は 、工事完成

高 に 占 め る 適 用

率%

27社

工事完成 基準 のみ

採用

3社

鹿 島 建 設(66.8)、 大 林 組(33.25)、 大

成 建 設(55.47)、 清 水 建 設(4.28)、 三

井 住 友 建 設(64.73)、 西 松 建 設

(44.73)、 長 谷 工 コ ー ポ レ ー シ ョ ン

(78.03)、 前 田 建 設 工 業(59.62)、

五 洋 建 設(55.05)、 フ ジ タ(55.67)、

東 急 建 設(58.82)、 奥 村 組(14.69)、

安 藤 建 設(61.92)、 熊 谷 組(67.22)、

間 組(61.79)、 東 亜 建 設 工 業(53.13)、

浅 沼 組(45.69)、 鉄 健 建 設(69.60)、

東 洋 建 設(33.45)、 飛 鳥 建 設(64.47)、

大 豊 建 設(46.76)、 ピ ー エ ス 三 菱

(37.20)、 青 木 あ す な ろ 建 設(63.51)、

ナ カ ノ フ ー ドー建 設(19.33)、 大 本 組

(36.10)、 東 鉄 工 業(42.31)、 オ リ エ

ン タ ル 自石(38.91)

戸口建設、銭高組、太平工業

出所(東 海、若松、2009年 、310頁)

6.結 言

IFRS基 準 に もとで公表 され る貸借 対照表 には、

流動資 産項 目に 「請求 高 を上 回 る原 価 と利 益(Cost

andProfitsinExcessofBillings)」 、あ るいは流動負

債項 目に 「原 価 と利 益 を上 回 る請求 高(Billingsin

ExcessofCostandProfits)」 が計上 され るのが普通

で ある。前者 の流動資 産項 目は、期末決算 において

「未成工事支 出金(COflStYUCCIOflinprogress)」 が 「未

成工事支 出金請求高(billingonconstruction)」 を上

回 ってい る場合 に計上 され、後者の流動負債 項 目は、

「未成工事支 出金」が 「未成工事支 出金請求高」を

下回 ってい る場合 に計上 され る。この よ うな計上項

目は、日本 基準の もとでの貸借 対照表 に存在 しない。

なぜ 、国際基準の もとで普通の項 目と して表示 され

る ものが、 日本 には存在 しないので あろ うか。

それは 、工事進 行基準が適 用 され る国際基準が想

定す る制度条件 を、口本 では欠如 してい るか らに外
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な らない。 国際基 準は、 「単価契約」の も と、出来

高確認 の進 捗管理 にもとついた 「出来高払 い」の代

金 受払システム を前提 と してお り、このシステムの

も とでは工事 の進捗 管理 は当然 の こと とされ てい

る。 これ に対 して、 日本 において は、 「総価契約 」

に もとつい た、40パ ーセ ン トの前払い 、竣工 時の

検収確認 後の60パ ーセン ト支払 い といった受払 シ

ステム、さらにはゼ ネ コンに よる発 注者 との包括請

負 契約 の も と下請 け協力業者 を組織 化 し調整 を行

うとい うシステムが一般 的であ る。この よ うな 日本

システムの もとでは、工事 の進捗 管理 を必 要 とす る

条件 は希薄 となってい る。国際基準が当然 の ことと

してい る制度基盤 を、日本基 準は備 えていないので

あ る。この ことが国際基準の工事進行 基準採用 にお

いて通常の こととして坦れ る勘定項 目が、日本基 準

の貸借 対照表に見 当 らない理 由であ る。

日本基準 と国際基準 との コンバー ジェンス は、日

本 の会 計基準 の文言 を国際 基準 の もの と同 じにす

ることよっては達成で きない。コンバ ージェ ンスは、

文言上の問題 ではな く、基準適 用の実質 が国際基準

と同 じに なるか ど うかの 問題 で ある。 したが って

「会計調和化 につ いて 『形式(dejure)』 と 『実質

(defact)』 とを区別す ることは、会計 基準の調 和

化(『 形式上 の』調和化)が 自ず と会計実務 の調和

化(『 実際上 の』調和化)を 導 くもので はないため

に 、 重 要 で あ る 」(Heidhues,EvaandChris

Pate1,2912,p.6)o

脚 注

(注1)「 単価契約」は 「契約 の数量 を与 え、その単

価 を決めて固定す る。 数量は実施工数量で修 正す

る」契約 方式であ る。 「国際的に多 く採 用 されてい

る。」(,場 、1996年 、124頁)

(注2)「 総価契約」は、 「一式総価 請負契約」 とも

呼ばれ、「国際的には非 常に特殊 」な もので、「工事

全体(一 式)を 契約で決 め られ た価格 で請 け負 い、

その価格 で、指 定 され た完 成期 日以内に受注者 が責

任 を持ってプ ロジェク トを完成 させ るとい うもの

であ る。」(金 本 、1999年 、128頁)

(注3)IFRSとFASBに よる収益認識会計基準設

定の共同プ ロジェク トにおいては、収益認識 は 「履

行義 務の充足」を もってな され、それは 「財 とサー

ビス に対す る支配の転換(transferringcontrol)」 に

よって決 定 され ると した。このこ とか ら、工事契約

の場 合、 「支配の転換」は、工事完成 時点で明確 に

生まれ るた め、工事完成基 準が工事収益 の認識 基準

とな るとの憶測が生まれた。 しか し 「履行義務 の充

足」(支 配の転換)は 、工事期 間にわたって生 じる

もので ある として、2010年 の公 開草案 では、 「工事

契約の全部 にっいて企業が収益 を完成時 にのみ認

識す るこ ととな るわ けではない」 と強調 している。

(IFRS、 公開草案 、「顧 客 との契約か ら生 じる収益」、
2011,para.BC43)

(注4)「progressbilling」 は、 「プ ロジェク トの過程

の各段階で、工事進行 の割合 に応 じた支払 を求 める

た めに作成 された請求(invoice)の こ と」とも定義 さ

れてい る。

("lnvestopedia",http://www.investopedia.com,2013)

(注5)AICPAに よる工事進行基準適用 の実務指

針 は、以下の よ うに述べてい る。 「期間 中、契約 に

ついて請求 も しくは請求で きる(billedorbillable)

金額 を期 間の契約収益 として記録 し、また契約につ

いて発生 した原価 を期 間の費用 として記録す るこ

とは、期間 中の契約 について請求 も しくは請求で き

る金額が契約条項 によって決 められ る ものであ り、

契約 についての業績 を必ず しも測定す るもので は

ないた め、財務 会計 目的 に対 しては認 め られない。」

(AICPA,SOP81-1,1981,para.)
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Abstract: It is said that the 2007 revision of the Japanese accounting standard for the construction contract converges 

with the international accounting standards (IFRS) to enforce the percentage completion method. However, such 

revision would not produce the same quality of information as the international standard. That revision changes only the 

words of the accounting rules, no change for the Japanese system of the construction contract. Especially Japanese 

institutions do not have the important system of the "progress payments" which play a role like an anchor promoting the 

reliability to estimate the work-progress of construction abroad. Then, it is very hard to say that the Japanese standards 

produce the same quality of information as the international standards. This case presents a disproof against the view 
that setting the same rules internationally produces the same context internationally.
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